
主       　　 　　　文
１　原判決を次のとおり変更する。
　(1)　被控訴人・控訴人（１審被告）らは，連帯して，控訴人・被控訴人（１審原

告）Ｃに対し４６０万円，同Ｄ及びＥに対し各２３０万円並びにこれらに対する
平成１３年３月８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

　(2)　被控訴人・控訴人（１審被告）らは，連帯して，被控訴人・控訴人（１審被
告）株式会社文藝春秋発行の週刊誌「週刊文春」に，別紙１記載の謝罪広
告を，同２記載の掲載条件で，１回掲載せよ。

　(3)　控訴人・被控訴人（１審原告）らのその余の請求を棄却する。
２　被控訴人・控訴人（１審被告）らの控訴を棄却する。
３　訴訟費用は第１，２審を通じ，これを５分し，その３を控訴人・被控訴人（１審

原告）らの，その余を被控訴人・控訴人（１審被告）らの負担とする。
４　この判決は，第１項(1)に限り，仮に執行することができる。

　　　　　　　　　　　　　事実及び理由
第１　控訴の趣旨

１  控訴人・被控訴人（以下「１審原告」という。）ら
　　原判決を次のとおり変更する。

(1)　被控訴人・控訴人（以下「１審被告」という。）らは，連帯して，１審原告Ｃに対し
１６５０万円，同Ｄ及びＥに対し各８２５万円並びにこれらに対する平成１３年３月
８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

(2)　１審被告らは，連帯して，１審被告株式会社文藝春秋（以下「１審被告会社」と
いう。）発行の週刊誌「週刊文春」に，別紙１記載の謝罪広告を，同３記載の掲載
条件で１回掲載せよ。

２  １審被告ら
(1)　原判決中，１審被告らの敗訴部分を取り消す。
(2)　１審原告らの請求をいずれも棄却する。

第２　事案の概要
１　本件は，１審被告会社発行の週刊誌に掲載された記事がＢ教授（以下「Ｂ元教授」

という。）の名誉を侵害したとして，Ｂ元教授の相続人である１審原告らが，同記事
を執筆した記者の１審被告Ｇ（以下「１審被告Ｇ」という。）及び編集者の同Ｈに対し
ては共同不法行為に基づき，１審被告Ｇ及び同Ｈの使用者である１審被告会社に
対しては使用者責任に基づき，謝罪広告の掲載並びに各相続分に応じた損害賠
償及びこれに対する遅延損害金の支払いを求めた事案である。
　なお，１審原告らは，原審では，総額５５００万円の損害賠償金及び遅延損害金を
請求していたが（原審はそのうち総額６６０万円を認容），当審において，損害賠償
金の総額を３３００万円に減縮し，謝罪広告文の内容及び掲載場所の請求の一部
を変更した（変更した広告文の内容は，原審認容分と同一である）。

２　争いのない事実等及び争点は，以下のとおり改めるほかは，原判決「第２　事案
の概要」の１及び２に記載のとおりであるから，これを引用する。
(1)　原判決２頁１８行目の「初代会長，」の次に「平成１０年」を加える。
(2)　原判決１５頁２０行目の「第１次調査団」の次に「ないしその周辺の人物」を加え

る。
(3)　原判決１５頁２２行目の末尾に「なお，真実性の証明対象は，『Ｂ元教授が捏造

に関与した疑いがあるとの事実』であり，『Ｂ元教授が捏造に関与したこと』では
ない。」を加える。

(4)　原判決１６頁１行目の「べきものである。」の次に「この点，１審原告らの引用す
る「聖嶽洞窟遺跡検証報告」は，日本考古学協会の当事者性に基づく制約を受
けたものであり，学術的価値に乏しく，第２次調査団の研究結果を否定するもの
とはいえない。」を加える。

(5)　原判決２０頁１７行目の次に行を改め「ケ　日本考古学協会の調査委員会によ
る平成１５年１０月２５日付け「聖嶽洞窟遺跡検証報告」によっても，本件各記事
に真実性がないことは明らかになった。」を加える。

(6)　原判決２１頁４行目の「Ｆという人物に会い，」を「Ｂ元教授のことを極めて良く知
る人物であるＡ氏（以下「Ａ氏」という。）に会い，」と，同「Ｆ氏」を「Ａ氏」とそれぞれ
改める。

(7)　原判決２１頁１１行目及び１２行目を「本件はいわゆるニュース報道ではないか
ら，１審被告らには，本件各記事を掲載するまでに十分な時間が与えられていた
にもかかわらず，上記取材経緯によれば，１審被告らは，Ｉ，Ｊ，Ｋへの簡単な取



材のみで，聖嶽洞穴遺跡を捏造と決めつけ，反対事実が記載された資料は権威
がないと安易に退け，Ａ氏の取材にあたっても，信用性を確認する裏付け取材も
せず，容易に行い得た本人取材も行わなかったものであり，Ｂ元教授が団長を
務めた第１次調査団によって聖嶽洞穴遺跡が捏造されたことが真実であると信
じるについて相当な理由があったとは到底いえない。」と改める。

(8)　原判決２１頁１３行目の次に行を改め，以下を加える。
　　　「（１審原告らの主張）

ア　謝罪広告について
　１審被告らの名誉毀損行為によって，Ｂ元教授は捏造犯と目され，研究者
の良心に基づき，長年にわたって地道に築き上げてきた社会的評価は著し
く失墜した。この毀損された名誉を回復するためには，金銭的賠償だけでは
足りず，謝罪広告が不可欠であり，別紙１記載の謝罪広告を，別紙３記載
の掲載方法により，１回掲載させることが相当である。
　なお，謝罪広告の大きさの指定がなければ，１審被告らはできる限り目立
たないように小さく掲載することが容易に予想され，そうなれば，原状回復と
いう謝罪広告が認められた法の趣旨が没却される。本件各記事の掲載回
数及びページ数に加え，電車の吊り広告や新聞での発売広告がその都度
出されたことからすれば，少なくとも１頁全体を使った謝罪広告が認められ
るべきである。

　　　　イ　損害賠償額について
　本件は，東北旧石器捏造事件に関連づければ週刊誌が売れると考えて，
当初から「聖嶽洞穴遺跡は捏造された遺跡である」との方針を決めて，捏造
とは反対方向の事実を無視し，実質的な本人取材を行おうとせず，裏付け
取材をしないなど極めて杜撰な取材をしたもので，取材の悪質さが顕著で
あり，その結果，死を選ぶほどの多大な精神的苦痛を与えたことに特徴が
あり，このような事情は，慰謝料額の算定にあたって充分に考慮されるべき
である。
　また，１審被告らが，Ｂ元教授の自殺後に「週刊文春」平成１３年３月２２
日号（以下「３月２２日号」という。）に掲載した記事や本訴におけるＡ氏作成
文書の提出は，１審被告らの態度の悪質さや卑劣さを裏付けるものであり，
慰謝料額の増額事由とされるべきである。
　本件不法行為によりＢ元教授が被った精神的苦痛を評価すれば３０００万
円を下らない。また，１審被告らの不法行為と相当因果関係のある弁護士
費用としては３００万円が相当である。

        （１審被告らの主張）
　　　　ア　謝罪広告について
　　　　　(ア)　死者に対する謝罪広告

　謝罪広告は，被害者の人格的価値を回復するために認められるもので
あるから，被害者の人格的価値が存在しなくなったとき，すなわち被害者
が死亡したときには，もはやその人格的価値＝社会的名誉は存在しなく
なったのであるから，謝罪広告を認めることはできない。名誉権のような
一身専属の権利は相続されえず，謝罪広告掲載請求権は相続しえな
い。

　　　　　(イ)　謝罪文言
　本件各記事は，石器でないものを石器と捏造したと報じたのではなく，
別の地域ないし別の時代の石器が聖嶽遺跡に持ち込まれたのではない
かという疑惑を報じたのであるから，「石器が捏造であることは事実では
ない」との謝罪文言はおかしい。

　　　　　(ウ)　謝罪広告掲載の場所
　１審原告らは「広告・グラビアを除いて表表紙から最初の頁もしくはそれ
に準じる頁」への掲載を求めるが，「もしくはそれに準じる頁」は不特定で
ある。また，「広告・グラビアを除いて表表紙から最初の頁」は週刊誌の
顔ともいうべき目次掲載頁であり，このような掲載場所の指定は，憲法２
１条の表現の自由を侵害する。」

第３　当裁判所の判断
１　争点(1)（本件各記事がＢ元教授の社会的評価を低下させるか否か。）について

　当裁判所も，本件各記事は，第１次調査で聖嶽洞穴遺跡から発掘された石器が
捏造されたものであって，これにＢ元教授が関与したとの印象を与える内容であ



り，Ｂ元教授の社会的評価を低下させるものであると判断する。その理由は，以下
のとおり改めるほか，原判決「第３　当裁判所の判断」の１に記載のとおりであるか
ら，これを引用する。
(1)　原判決２９頁１行目から２行目の「同遺跡から発掘された石器は他の遺跡から

発掘された石器を予め埋めておいたという捏造」を「同遺跡から発掘された石器
は，発掘に関与した者自身が，他の遺跡から発掘された石器を予め埋めておい
たという捏造」と，同頁２５行目の「捏造に関与した疑いがあるとの印象を暗に与
える内容」を「捏造に関与した疑いがあるとの印象を暗に与えると共に，さらに，
その関与なしでは捏造が困難であることをも示唆する内容」と，それぞれ改め
る。

(2)　原判決３０頁３行目の次に行を改め「１審被告らは，本件各記事は，聖嶽洞穴
遺跡が遺跡として考古学上価値のないものであることを明らかにしたにすぎず，
それ以上にＢ元教授が遺跡の作出に関与していることを述べていないし，そのよ
うな印象を与えるものでもないと主張する。しかし，１審被告会社は，Ｂ元教授自
殺後に発売した「週刊文春」３月２２日号の「『聖嶽』遺跡疑惑　小誌取材班はこう
報じた」と題する記事内で，「小誌は，遺跡そのものが『捏造としか考えられない』
と記事で紹介した。」と記載し（甲５），本件各記事の取材と執筆に当たった１審被
告Ｇも，本件各記事は『聖嶽遺跡が捏造された遺跡である』との問題を提議した
記事であると自認している（乙２７，原審における１審被告Ｇ本人）のであり（な
お，「捏造」とは，「ないことをあるかのように偽って作りあげること，でっちあげる
こと」を意味する言葉である。），本件各記事が，聖嶽洞穴遺跡の遺跡としての考
古学上の価値について述べるにとどまるものではなく，同遺跡は捏造された遺
跡であると報道したものであることは明らかである。また，本件各記事は，その捏
造者について明記することを避けてはいるが，上記のとおり，そもそも「捏造」と
いう言葉自体が，遺跡を発見した者がでっち上げたとの印象を与える上，Ｌによ
る旧石器捏造事件を随所に引用することにより，聖嶽洞穴遺跡で発掘された石
器は，Ｌ事件と同様，発掘者自らが予め埋めておいたものであるとの印象を与
え，さらに，本件記事２では，「では，いったい誰がいつ『神の手』を駆使したの
か。」との記載に続けて，Ｂ元教授及びＭ教授は疑惑を全面否定したと両名の名
をあげ，「もちろん彼らの仕業と断定する証拠はないし，」と記載し，本件記事３で
は，「（考古学者の話として）大分県内には，県内で旧石器遺跡を発見すれば，
注目されて，学術予算もつく，と思っている考古学者が多かった」，「聖嶽の細石
刃は，福井洞穴から出土したものに，きわめて似ています。・・聖嶽の発掘前別
府大学（に研究室を有する）関係者の手には，福井洞穴の細石刃があったことに
なる。」「別府大を発掘調査する必要がありはしまいか。」などと記載することによ
って，第１次調査の責任者であり，別府大学教授であったＢ元教授（及びＭ教
授）が捏造に関与した疑いがあるとの印象を与えたことは明らかであって，１審
被告らの前記主張は採用することができない。」を加える。

２　争点(2)（本件各記事の記述が真実であったかどうか。）について
　当裁判所も，本件各記事の記述が真実であるとの証明はなされていないと判断
する。その理由は，以下のとおり改めるほか，原判決「第３　当裁判所の判断」の２
に記載のとおりであるから，これを引用する。
(1)　原判決３０頁の８行目から１９行目までを「(1)　前記のとおり，本件各記事は，

『聖嶽洞穴遺跡から発掘された石器は，発掘者自らが，別の遺跡から発掘され
た石器を予め埋めておいたという捏造によるものであり，Ｂ元教授がこの捏造に
関与した疑いがある。』との印象を与えるものであるところ，報道機関がこのよう
な報道をする以上，上記「疑い」は単なる風評にとどまらず，このような疑いを抱
くに足りる根拠事実が存在するとの印象を読者に与えるのであるから，本件にお
ける名誉毀損の違法性阻却事由としての真実性の証明対象事実は，『聖嶽洞穴
遺跡の石器は捏造されたものであること』及び『Ｂ元教授がその捏造に関与した
との疑いを抱くに足りる根拠事実があること』であると解するのが相当である。」
と改める。

(2)　原判決３０頁２０行目から２１行目の「聖嶽洞穴遺跡が捏造であること及びその
捏造にＢ元教授が関与していること」を「聖嶽洞穴遺跡の石器は捏造されたもの
であること及びＢ元教授がその捏造に関与したとの疑いを抱くに足りる根拠事実
があること」と改める。

(3)　原判決３１頁１４行目の「１点の製品・剥片も採取できなかった（９５頁）。」を「２
点しか採取できなかった（４４頁，９５頁）。」と改める。



(4)　原判決３２頁１０行目の「５２，」の次に「５８，」を加える。
(5)　原判決３４頁１３行目の次に行を改め，以下を加える。
「ｊ　Ｋの前記判断は，主として人骨のレプリカの観察に基づくものであり，最終的判

断のためにはＤＮＡ鑑定も含めた科学的な検査が必要であるとの意見も有力
である（８３頁，甲５７）。

　ｋ　聖嶽洞穴内からは，第１次調査においても第２次調査においても，中・近世の
人骨が銅銭などの副葬品とともに多数出土しており，中・近世に墓地として利
用されたことが推認される。そして，発掘された人骨等が少なからず損傷して
いることなどから，中・近世の墓地形成とその後の攪乱によって，全体の遺
構・包含層が破壊された可能性がある。（６１頁，甲５８）。

　ｌ　年代測定の結果，第１次調査で発掘されたヒト距骨，第２次調査で発掘された
アナグマの骨及び木炭は，縄文時代早期の年代を示した。」

(6)　原判決３４頁１４行目から３５頁１０行目までを次のとおり改める。
「ウ　上記アで認定した各事実によれば，聖嶽洞穴遺跡から発掘された石器には，

現在の考古学の常識からみて不自然な点が多々あり，何らかの人為的な作為
が加わっている疑いがあるから，旧石器時代の人骨と石器が伴出した，日本で
唯一の遺跡であるとの同遺跡の考古学上の学問的価値は，現時点では維持し
難いとの評価を示した限度では真実性が認められる。しかしながら，前記イのａｂ
ｃｊｋｌで認定した事実も考慮すると，上記アで認定した各事実のみでは，聖嶽洞穴
遺跡から発掘された石器が，発掘に関与した者自身が，別の遺跡から発掘され
た遺物を予め埋めておいたという捏造によるものと断定するには足りないという
べきである。まして，Ｂ元教授が第１次調査の責任者であったとの事実以外に
は，Ｂ元教授が聖嶽洞穴遺跡の石器捏造に関与したとの疑いを抱かせる事実
は認められない。そして，仮に，聖嶽洞穴遺跡から発掘された石器が，第１次調
査の際に予め埋められて捏造されたものであったとしても，前記イのｃｄｅｆｇｈｉで
認定した，Ｂ元教授による試掘や第１次調査が行われるに至った発端が他者か
らの働きかけによるものであったこと，これら試掘や第１次調査の過程を通じて，
Ｂ元教授を含む第１次調査団以外の人物が聖嶽洞穴に入洞していること，Ｂ元
教授は，第１次調査後の間もないころから，発見された石器の状況等に不自然
な点があるとして，聖嶽洞穴遺跡の更なる学問的調査の必要性を表明し，第２
次調査団による同遺跡の再調査に積極的かつ協力的であったことを総合する
と，Ｂ元教授が第１次調査の責任者であったとの事実のみから，石器の捏造に
関与したと推認することはできない。なお，Ａの陳述書（乙３５）には，①Ｂ元教授
が昭和３６年末以前にＡ氏に対して，福井洞穴遺跡出土の黒曜石細石刃２個を
見せたこと，②Ａ氏が見せられた石器が第１次調査で出土した，との記載がある
が，②は，何らの根拠を示さないままの同氏の推測に過ぎず採用の限りではな
いし，①についても，同陳述書全体から読みとれる私怨ともいうべきＢ元教授に
対する同氏の強い敵対感情に照らすと，にわかに採用しがたい。以上のとおり，
本件においては，真実性の証明はなされていないというべきである。」

　３　争点(3)（１審被告らが本件各記事の記述を真実と信じたことにつき，相当の理由が
あるか。）について
　当裁判所も，１審被告らが本件各記事の記述を真実であると信じるについて相当
の理由があったとはいえないと判断する。その理由は，以下のとおりである。
(1)　争いのない事実及び証拠（乙２７，３５，６１，６２，原審における１審被告Ｇ本

人）によれば，次の事実が認められる。
ア　１審被告Ｇは，平成１３年１月３日，１審被告会社から，聖嶽洞穴遺跡につい

ても，Ｌによる旧石器発掘捏造事件と同様の問題があるかもしれないとの情報
があるので取材するよう命じられ，取材を開始した。

イ　１審被告Ｇは，同日夜，上記情報を得たという１審被告会社の編集部員と電
話で話をし，翌日，同編集部員と会って説明を聞き，また，上記情報源である
若手考古学者と電話で話をして，取材先や資料について教示を受けた。

ウ　１審被告Ｇは，同月５日から，関係文献を調査するとともに，Ｉ部長からは電
話で，Ｊ氏及びＫ教授からは面談により，本件記事１にそれぞれの談話として
記載しているとおりの話を聞き，この他にも，考古学関係者から，聖嶽洞穴遺
跡の石器の不自然さ，遺跡捏造の疑いについて話を聞いた。

エ　１審被告Ｇは，同月１１日，電話をかけたが通じなかったとして，事前にアポ
イントメントをとることなく，いきなりＢ元教授の自宅を訪れて取材を申し込み，
聖嶽洞穴遺跡発掘時の様子や，石器の不自然さについて尋ね，Ｂ元教授か



ら，本件記事１に同教授の談話として記載されているとおりの話を聴取した
が，石器に関する疑問点を解明するような問答には至らなかった。

オ　１審被告Ｇは，同月１３日，前日に取材申込みをした上，別府大学内でＭ教
授と面談し，本件記事１に同教授の談話として記載されているとおりの話を聴
取した。

カ　１審被告Ｇの取材に基づき，同月１５日の夕方，１審被告会社編集部は，「聖
嶽洞穴遺跡は捏造された遺跡である。」との方針を決定し，同方針に基づい
て，１審被告Ｇは本件記事１の原稿を執筆し，同月１８日，本件記事１の掲載
された１月２５日号が発売された。

キ　１審被告Ｇは，同月２１日に開催されたシンポジウム「前期旧石器問題を考
える」を取材して，本件記事２の原稿を執筆し，同月２５日，本件記事２の掲載
された２月１日号が発売された。

ク　１審被告Ｇは，その後１月ほどは，聖嶽洞穴遺跡に関する取材はしていなか
ったが，同年２月下旬に，Ａ氏から，聖嶽遺跡の発掘前に，Ｂ元教授から福井
洞穴遺跡から出土した黒曜石の石器を見せてもらったことなど，本件記事３に
別府大関係者の証言として記載されているとおりの話を聴取して，同年３月５
日には本件記事３の原稿の下書きをした。

ケ　同月６日，別府大学において，同大学の「聖嶽問題検討委員会」は，聖嶽洞
穴遺跡の石器の保管状況の杜撰さを公表する記者会見を行い，続いて，Ｂ元
教授も記者会見を行って，捏造を否定するとともに，再調査を歓迎する旨述べ
たが，１審被告Ｇは，同記者会見を途中で退席し，Ｂ元教授の記者会見には
出席しないまま原稿を仕上げ，同月８日，本件記事３の掲載された３月１５日
号が発売された。

(2)　以上によると，１審被告Ｇは，第２次調査団の副団長であるＩ部長及びＪ氏，第
１次調査発掘頭骨を再検討した人類学者Ｋ教授から，聖嶽洞穴遺跡の出土品の
不自然さについて聴取するなどして，原判決の第３の２(2)ア認定の各事実を知
ったものであるから，同遺跡が捏造された遺跡であるとの疑いを抱くこと自体
は，あながち不合理とはいえない。しかし，考古学者にとって，遺跡捏造の疑い
をかけられることはその社会的評価をはなはだしく低下させるものであるうえ，記
事掲載の緊急性・切迫性は認められないのであるから，聖嶽洞穴遺跡が捏造さ
れたものであると断定し，これにＢ元教授が関与した疑いがあるとの本件各記事
を掲載するにあたっては，十分な裏付け調査が要求されるというべきである。と
ころが，原判決の第３の２(2)イ認定事実のうち，ａｄｅｆｇｈの各事実は，１審被告Ｇ
が調査した文献に記載されていたり，調査すれば容易に明らかになる事実であ
ったのに，１審被告らは，これらの事実の意義について検討したり調査したりす
ることなく（乙２７，原審における１審被告Ｇ本人），もっぱら，Ｉ部長，Ｊ氏及びＫ教
授や名前を明らかにしない考古学関係者からの談話に基づいて，聖嶽洞穴遺跡
は捏造されたものと断定したものである。しかし，Ｉ部長，Ｊ氏及びＫ教授は，聖嶽
洞穴遺跡についての学問的な疑問点については厳しい指摘を行っていたが，捏
造されたとの判断は示していなかった（原審における１審被告Ｇ本人）し，Ｂ元教
授やＭ教授からの取材は，本件記事１の執筆前に各１回なされたのみで，特に
Ｂ元教授についてはいきなり訪問して話を聞いただけで，疑問点を解明するよう
な問答には至っていなかったのに，その後は取材申込みすらしていないのであ
ってみれば，１審被告らが，聖嶽洞穴遺跡が捏造されたものであると断定し，こ
れにＢ元教授が関与した疑う根拠があると信ずるについて相当の理由があった
とはいえない。特に，本件記事３は，第１次調査で発掘された石器は，別府大学
の研究者が，「第２の神の手」により福井遺跡の石器を持ち込んだものであると
の印象を与える内容となっているところ，前記(1)の認定によれば，この部分は，
概ね，Ａ氏からの取材結果に依拠していると認められるが，Ａ氏は昭和３６年ころ
まで，別府大学の職員であった者であるが，同人作成の文書からは，Ｂ元教授
に対して私怨ともいうべき強い敵対感情を抱いていることが明らかに読みとれる
（乙３５，６２）のであり，こうした文書を１審被告らが違和感もないまま本件訴訟
の書証として提出したことに照らしても，１審被告Ｇは，その取材時からＡ氏のこ
のような立場を容易に知ることができたものと推認されるのであって，それにもか
かわらず，１審被告Ｇは，Ａ氏とＢ元教授や別府大学の関係について調査するこ
となく，Ａ氏からの取材結果をそのまま信用して，裏付け調査をまったくせずに，
本件記事３を執筆した（原審における１審被告Ｇ本人）ものであり，同記事内容が
真実であると信ずるについて相当の理由があったとは到底いえない。この点，１



審被告Ｇは，Ａ氏を信用したのは，同氏が，昭和３７年にＢ元教授から縄文土器
２点を購入したが，Ｂ元教授に頼まれてこれを一旦返したところ，その後２０年間
も返還してくれなかったと述べてそれらの縄文土器及びその写真が掲載されて
いる，ある文化展のパンフレットを見せられたが，同パンフレットにはそれらの縄
文土器は別府大学出品として掲載されていたからであると供述する（原審におけ
る１審被告Ｇ本人）が，このことと聖嶽洞穴遺跡の捏造とは何の関係もなく，Ａ氏
からの取材結果を信用する根拠とはなりえないというべきである。

４　争点(4)（損害額及び謝罪広告の要否）について
(1)　当裁判所は，Ｂ元教授の前記精神的苦痛を慰謝すべき慰謝料は８００万円，１

審被告らの不法行為と相当因果関係のある弁護士費用は１審原告ら合計で１２
０万円と認めるのが相当であるから，１審被告らは，１審原告らに対し，本判決
主文第１項(1)のとおりの損害賠償義務を負っており，また，Ｂ元教授の名誉を回
復するためには，本判決主文第１項(2)のとおりの謝罪広告を掲載する必要があ
ると判断する。その理由は，以下のとおりである。

(2)　本件各記事の掲載はＢ元教授の名誉を侵害するものであり，不法行為に該当する
ものであるところ，その記事の内容は一般人をして第１次調査において聖嶽洞穴
遺跡から発見された石器は捏造によるもので，これにＢ元教授が関与していたと
誤信させるものであり，そのような内容を真実として掲載したことには相当の理
由もないというべきことはこれまで説示したとおりである。
　そして，本件各記事は，元大学教授であり，考古学者としてこれまで長年にわ
たり遺跡の発掘等に携わってきたＢ元教授に対する社会的評価を著しく低下さ
せるものであり，前記認定の事実及び証拠（甲６の１，７の１ないし７の４，３９，４
０）によると，本件記事１には，Ｌが手をかざしている写真が掲載され，その下に
「元祖『神の手』もびっくり？」と記載するなど，不必要に刺激的な部分があるし，
Ｂ元教授が本件各記事の掲載により，自殺を決意するに至るほど多大な精神的
苦痛を受けたことが認められる。しかも，本件各記事は約８８万部という多大な
発行部数を有する「週刊文春」に３回にわたって掲載されたものである。また，私
怨ともいうべき敵対感情を抱いていると容易に知りうるＡ氏からの一方的な取材
に基づいて，Ｂ元教授が遺跡捏造に関与した疑いがあるとの印象を決定的に強
める本件記事３を執筆したことは，報道機関としては著しく軽率であったというべ
きであり，さらに，１審被告会社が，Ｂ元教授自殺後に掲載した「週刊文春」３月２
２日号の記事内容（甲５）は，自己の正当性のみを強調し，遺族の神経を逆なで
するような内容となっている。他方，本件各記事は，Ｂ元教授の私的行為を対象
としてこれを攻撃するものではなく，これが掲載されるようになった発端は，それ
まで旧石器時代のものとされてきた聖嶽洞穴遺跡において発見された石器が，
第２次調査により，様々な疑問点があり，その考古学的な価値に疑問が生じたこ
とであって，本件各記事はそうした我が国の考古学上重要な遺跡について，まさ
にその考古学的価値という公共の利害に関する事実に係るものである。本件各
記事が第２次調査に携わったＩ部長及びＪ氏，頭骨を再検討したＫ教授やシンポ
ジウム『前期旧石器問題を考える』の取材に基づいていることに照らし，本件各
記事を掲載した動機には，第１次調査の際に同遺跡から採取されたとする石器
が人為的に予め埋められていたかどうかを検討することによって，聖嶽洞穴遺
跡の考古学的価値を明らかにするということもあったことを否定することはできな
いし，本件各記事中，原判決の第３の２(2)アで認定した事実や，Ｉ部長，Ｊ氏，Ｋ
教授の談話についての記載部分は，真実であると認められる。また，本件各記
事はＢ元教授が捏造者であると特定し，断定までしているものでもない。したがっ
て，これらの本件に現れた一切の事情を考慮すると，Ｂ元教授の前記精神的苦
痛を慰謝すべき慰謝料は８００万円とするのが相当であり，相続分に応じて，１
審原告Ｃが４００万円，１審原告Ｄ及び同Ｅは各２００万円の支払を請求すること
ができる。
  また，１審被告らの不法行為によって１審原告らが本件訴訟を提起することを
余儀なくされ，そのために弁護士に対する委任をしたことは当裁判所に顕著であ
るところ，本件訴訟の争い方や審理経過をも勘案すると，１審被告らの不法行為
と相当因果関係のある損害は１審原告Ｃについて６０万円，１審原告Ｄ及び同Ｅ
について各３０万円と認める。

　　　　そうすると，１審被告らは連帯して，１審原告Ｃに対しては４６０万円，１審原告Ｄ
及び同Ｅに対しては各２３０万円及びこれらに対する本件各記事のうち最終の記
事である本件記事３が掲載された「週刊文春」３月１５日号が発売された平成１３



年３月８日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金を支払
うべき義務がある。

    (2)　本件各記事による名誉毀損の態様，それによるＢ元教授の社会的評価の低下
の程度，その他本件に現れた一切の事情を考慮すると，慰謝料の支払のみによ
ってはＢ元教授の名誉を回復することはできず，これを回復するためには，１審
被告らが本件各記事を掲載した週刊誌「週刊文春」誌上において，別紙１記載の
内容の謝罪広告を（なお，謝罪広告においては，謝罪の趣旨を明確にするため
に，宛名及び差出人名を明示させるのが適当である。），別紙２記載の掲載条件
により掲載することが必要不可欠である。１審被告らは，謝罪広告掲載請求権
は，一身専属の権利であり相続しえないと主張するが，民法７２３条の名誉回復
のための処分の請求は，損害賠償の１方法として財産上の請求に属するもので
あり，一身専属的なものではないと解されるから，一旦発生した同請求権が相続
されるのは当然であって，１審被告らの上記主張は採用することができない。ま
た，１審原告らは，謝罪広告の大きさを指定すべきであると主張するが，別紙２
記載の掲載条件により，その大きさは自ずから制約されるのであり，これ以上の
指定の必要性を認めない。なお，１審原告らは，『広告・グラビアを除いて表表紙
から最初の頁もしくはそれに準じる頁』との指定を求めているが，『もしくはそれに
準じる頁』では掲載場所として不特定であるので，『広告・グラビアを除いて表表
紙から最初の頁』と特定して指定することとする。なお，謝罪広告の掲載場所の
指定が，１審被告らの表現の自由を侵害するものではないことは明らかである。

　　　　よって，１審被告らは，１審原告らに対し，連帯して，名誉毀損に対する原状回復
措置として前記のとおりの謝罪広告を掲載すべき義務がある。

　５　結論
　よって，１審原告らの控訴に基づき原判決を本判決主文１項のとおり変更し，１審
被告らの控訴は理由がないから棄却する。

　　　福岡高等裁判所第３民事部

　      　　　　裁判長裁判官　　　　小　　　林　　　克　　　已

                      裁判官      　内　　　藤　　　正　　　之

　 　　　　　 　　　裁判官　　　　白　　　石　　　史　　　子



 (別紙１）
故Ｂ別府大学名誉教授に対する謝罪文
　週刊文春２００１年１月２５日号，同年２月１日号，同年３月１５日号に
おいて昭和３０年代に大分県聖獄洞穴遺跡から採取された石器が捏造であ
り，同遺跡の発掘調査の責任者であったＢ別府大学名誉教授があたか
もその捏造に関与した疑いがあると受け取られる一連の記事を掲載しました
が，これらの記事のうち，石器が捏造であること及び同教授がこの捏造に関
与したことは事実ではありませんでした。この記事により，故Ｂ別府
大学名誉教授の名誉を傷つけ，ご迷惑をおかけしたことをお詫びします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社　文藝春秋
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者代表取締役　Ｎ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　週刊文春編集長　Ｈ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取材記者　Ｇ
Ｃ様
Ｄ様
Ｅ様

（別紙２）

１．使用する活字
　　(1)　「故Ｂ別府大学名誉教授に対する謝罪文」という見出
　　　１０．５ポイントのゴシック体
　　(2)　本文
　　　１０．５ポイントの明朝体

２．掲載場所
　　広告・グラビアを除いて表表紙から最初の頁
                                                                      以上
 （別紙３）

１．使用する活字
　　(1)　「故Ｂ別府大学名誉教授に対する謝罪文」という見出
　　　１０．５ポイントのゴシック体
　　(2)　本文
　　　１０．５ポイントの明朝体

２．掲載場所
　　広告・グラビアを除いて表表紙から最初の頁もしくはそれに準じる頁

３．掲載の大きさ（スペース）
　「週刊文春」の１頁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上


